
「国と地方の協議」(平成２８年秋)規制の特例措置に関する協議結果 内閣府地方創生推進事務局　　　　

担当省庁 担当課 根拠法令等 対応 実施時期 スケジュール 根拠法令や規制の趣旨
担当省庁の見解

（自治体の提案を実施した場合の社会的弊害、
考え得る代替措置や対応策等を含む）

対応 理由等 内閣府コメント 内閣府整理

１回目 Ｃ - -

　自家用電気工作物を設置する者は、公共の安
全を確保し、環境の保全を図るため、自ら自主的
に保安を確保する義務を負っており、具体的に
は、法令に基づき電気設備の保守管理等を確実
に行うための責任者として、電気主任技術者を選
任する必要がある。

　公道を渡る配電線は、電力会社の電気主任技術者の管理下にあ
り、電気主任技術者が定期的に電線等の劣化状況を検査する事で、
その保安を確保している。今回計画されている施設の配電線は、一
般公衆が容易に接近できる場所（公道）にあることから、設置者の責
任の下、電気主任技術者を選任し、保安を確保する必要がある。これ
について、提案者は「道路管理者との連絡体制を整備することで安全
確保を行う」としているが、道路管理者による電線の管理は、電線が
歩行者や車両等の交通の妨げにならないようにするために行われる
ものであり、電線の劣化等電気保安の観点から継続的に適切な管理
が行われる保証はない。
　また、電気事業法第43条第2項「有資格者以外の選任」に関して、電
気設備に関する研修等を経た者を、電気主任技術者として選任する
こともご提案いただいている。これについて、法第43条第2項における
許可選任は審査基準を規定する内規によりその要件が規定されてお
り、その要件に適合し、かつ自家用電気工作物の工事、維持及び運
用の保安上支障がないと認められる場合に限り許可が可能である。
内規においては研修のみの受講による選任を要件として規定してい
ないため、研修のみによる電気主任技術者の選任は難しい。
　以上の理由からご提案の内容に基づき対応することは困難である。

（対応策）　「自己託送制度」を活用し、公道を渡る配電線については
送配電事業者の配電線を利用して電気を託送する。
　送配電事業者の配電線を利用することで、公道を渡る配電線を自ら
保有する必要がなくなる結果、本件に係る電気工作物（小水力発電
設備、加工所の需要設備）は「一般用電気工作物」に区分されること
になり、これによって構外部分の保安責任と電気主任技術者の選任
義務が解消される。

c
　電気設備の規模を鑑み、電気主任技術者と同等の技術を要する者
の緩和措置は、検討の余地があると考える。今後、ご案内のあった
手法も含め代替案の検討に取り組む。

　経済産業省より、公道を渡る配電線に関して電気主任技術者から道路管理者に変更
すると適切な保安管理が行われる保証がないこと及び電気主任技術者の「有資格者以
外の選任」に関して研修のみの受講による要件を規定していないため選任は困難であ
ることから、提案への対応は困難との回答が示された。また、特区側の趣旨を踏まえ、
平成26年から始まった「自己託送制度」の活用の紹介があった。
　自治体は、電気設備の規模を鑑み、電気主任技術者と同等の技術を要する者の緩和
措置について検討の余地はあるものの引続き代替案を検討するとしているため、一旦
協議を終了する。

ⅴ

２回目

電気事業法第2条、電
気事業法第38条第4
項、電気事業法第43
条、電気事業法施行令
第1条、電気事業法施
行規則第52条第2項

回数

次世代型農業生
産構造確立特区

28203
電気事業法に係る規
制緩和

経済産業省
商務情報政
策局
商務流通保
安グループ
電力安全課

特区名
整理
番号

提案事項名 提案事項の具体的内容

　事業計画は、小水力発電施設（DC60V、
0.7A、約40W）からインバーターを経て交流交
換後（AC100V、0.4A、40W）、LED街灯で10W
消費し、電線管内配線により道路横断して、
農産物直売所等の照明（LED 30W）へ電力供
給（AC100V、0.3A、30W）するものである。保
安規程に基づき、設置者から電気主任技術
者を選任することは難しく、また、保安協会等
への外部委託も設置者にとって負担が大き
い。このため、電気工作物として区分される範
囲を、一般家庭等の通常の電源として利用で
きる100V程度まで拡大する、若しくは、今回
事例にある小規模な小水力発電に伴う構外
配電線路について、一般用電気工作物として
扱う等、保安規制に係る電気主任技術者の
選任を不要とする。

（内閣府が行った経済産業省への事前説明
における指摘事項を踏まえて）
　道路横断暗渠出入り口に侵入防止柵を設
置、道路管理者との連絡体制の整備、施設管
理者として安全の確保を徹底した上で、電気
事業法第43条第２項「有資格者以外の選任」
において、電気設備に関する研修等を経た人
を電気主任技術者と同等の知識及び技能を
有する者とする規制緩和を提案する。

　小水力発電の普及が進み、地域
資源の有効活用や地域の活性化が
促進される。
　評価指標である「再生可能エネル
ギーを利用する農業用施設箇所
数」に寄与する。
　また、本案件の地域資源活用交
流促進施設は、地域農産物等の提
供を通じて、地域の魅力を発信し、
交流人口の増加などにより地域の
活性化を図るものである。本施設整
備により、評価指標である「経営の
多角化等による新たな雇用の確保」
に寄与する。

経済産業省

指定自治体の回答

【指定自治体の回答における対応欄内容】
　ａ:了解　ｂ：条件付き了解　ｃ：受け入れらない　ｄ：その他

　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　  　　  　　　内閣府整理

　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　  　  　　　【整理フラグ欄内容】
ⅰ：取組を実現するため、法令等の措置を行うことについて国と地方で合意に至ったもの
ⅱ：取組を実現するため、法令等の措置を行うという方向性について合意に至り、一部条件等を
　　詰めるための協議を継続するもの
ⅲ：現行制度においても取組の実現が可能であることについて国と地方で合意に至ったもの
ⅳ：自治体は省庁から提示された見解を受け入れたが、必要が生じた場合に改めて協議を行うもの
ⅴ：一旦協議を終了し、再提案に向けて提案者側で再検討を行うもの
ⅵ：国と地方の間に見解の相違があり、合意に至らなかったもの

担当省庁の見解

【担当省庁の見解における対応欄内容】
　Ａ－１：指定自治体の提案どおり総合特区で実施　Ａ－２：全国展開で実施　Ｂ：条件を提示して実施　Ｃ：代替案の提示

Ｄ：現行法令等で対応可能　Ｅ：対応しない　Ｆ：各省が今後検討　Ｚ：指定自治体が検討政策課題とその解決策
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「国と地方の協議」(平成２９年春)規制の特例措置に関する協議結果 内閣府地方創生推進事務局　　　　

担当省庁 担当課 根拠法令等 対応 実施時期 スケジュール 根拠法令や規制の趣旨
担当省庁の見解

（自治体の提案を実施した場合の社会的弊害、
考え得る代替措置や対応策等を含む）

対応 理由等 内閣府コメント 内閣府整理

２回目

１回目 Ｃ － －

　酒類の製造者は、所得の有無にかかわりなく酒
税を納める必要があるため、その納税が確保され
るためには、一般に採算の取れる程度の製造規
模であることが必要であることから、酒類の区分
及び製造場ごとに客観的な水準として定められた
最低製造数量基準を満たすことが製造免許の要
件とされている。
　なお、酒類の製造免許の申請者が一般に採算
のとれる程度の製造規模を有しているか否かに関
して、免許申請時に、税務当局が将来的な経営状
況まで個別に判断することは困難であることから、
「最低製造数量基準」という客観的な基準を定め
ることによって全国統一的な税務行政が図られて
いる。

　「最低製造数量基準」の緩和・撤廃については、一般に採算が取れ
ない小規模製造者の増加を招き、滞納や脱税の発生といった酒税の
確保に支障を来すおそれや税務当局による実態の把握が困難となる
ことに伴う密造の横行など、酒税制度の根幹に影響を及ぼす問題が
生じかねないことから、構造改革特区における酒税法の特例では、そ
の対象酒類が限定されているところである。
　ご提案が、地域で採れた蜂蜜を原料とした蜂蜜酒（その他の醸造
酒）を販売することにより地域の活性化を図りたいということであれ
ば、その他の醸造酒の製造免許を有する酒類製造業者に地域で採
れた蜂蜜を提供し、製造を委託することは可能であることから、そうし
た対応をご検討いただきたい。
　なお、蜂蜜を原料としたリキュールを製造する場合には、構造改革
特別区域法では、一定の要件の下、その製造免許に係る最低製造数
量基準（原則６キロリットル）が１キロリットルとされている。

a
　 現在、財務省から提示された案により、松江税務署の協力
を得ながら「その他の醸造酒」免許を取得している業者の調査
等を実施している。該当業者が見つかれば、具体的な交渉を
開始していく予定である。

財務省から代替案が提示され、指定自治体の提案は実現可能となったため、協議を終
了する。 ⅲ

２回目

１回目 Ｅ － －

　規則第３条第１項において、　空間容積の上限を
設定することにより、タンクに物理的に貯蔵可能な
量と、当該タンクが技術基準に適合していることの
確認を行う許可容量とを整合させている。
　また、規則第３条第２項第１号は、大量の危険物
を貯蔵している特定屋外貯蔵タンクに対して、地
震時の液面揺動により溢流や屋根の損傷が発生
することを防ぐために、同条第１項に加えて設けて
いるものである。

　屋外貯蔵タンクの許可容量が物理的に貯蔵可能な量よりも少ない
場合、万一許可容量以上に危険物が流入すると、タンクの強度不足
により、タンクが損傷し危険物が漏えいする可能性がある。
　また、規則第３条第２項第１号は特定屋外タンクの危険性に着目し
て空間容積を義務付けている規定であり、「特定」を削除し全ての屋
外貯蔵タンクに対して適用対象拡大する必要は現時点ではないと考
えている。
　このことから、提案①、②に対応することはできない。

d

　今回の提案は、貯蔵しようとする危険物の量を減少させたいという
ものであり、提案どおり運用されるなら一般的に安全性が損なわれる
ものではない。担当省庁の見解は、許可条件が守られなかった場合
の危険性を懸念して、本件規制の緩和を行わないとの内容である
が、今後は現行法令の下、タンク所有者に許可容量を削減したい事
情が生じた場合に、消火剤放射口の位置を変更することなく対応で
きる方策を、個別タンクごとに当該タンクを管理する事業所の所在す
る自治体と検討していくこととし、その上でなお対応が困難な事態に
至った場合は、改めて整理の上提案することとする。

消防庁の見解に対し、指定自治体から現行法の下、対応策を検討していくとの見解が
示されたため、一旦協議を終了する。
消防庁は、指定自治体の取り組みができないおそれがあることが判明した場合などで、
指定自治体が希望する場合は、改めて協議を行うこと。

ⅳ

２回目

北海道フード・コ
ンプレックス国際
戦略総合特区

29101
農業用貨物自動車の
車検期間の伸長の実
施案件の緩和

（１）　指定申請の期限を指定せず、随時受け
付けられるように見直す又は市町村への申請
手続きの廃止
（２）　指定整備事業者が提出する調査表の
簡素化（前回の記載欄を無くすなど）
（３）　通常車検同様に指定工場から適合標章
の交付を認める

○農業用の自家用貨物自動車は、
農繁期の資材運搬や作物の運搬に
利用され、農閑期（冬期間）にはほ
とんど利用されていないが、通常の
貨物自動車同様に１年車検となって
いる。
○車検延長（２年）することにより、
車両維持費の軽減による農業経営
コストの削減と車検回数の減による
繁忙期等における車検に要する労
力の軽減が図れる。

酒税法第７条第２項第
13号

回数

「森里海連環　高
津川流域ふるさ
と構想」特区

29105
その他の醸造酒を製
造する際の最低製造
数量基準の緩和

主税局税制
第二課

特区名
整理
番号

提案事項名 提案事項の具体的内容

（１）
総合特別区域法に基
づく道路運送車両法の
特例に関する省令第2
条第1項
総合特別区域法第22
条の2第6項

（２）
「指定自家用貨物自動
車の点検・整備実施状
況調査」への協力依頼
について（平成26年4月
23日　国土交通省自動
車局整備課点検整備
推進対策官発出　一般
社団法人日本自動車
整備振興会連合会教
育・技術部長宛て事務
連絡）

（３）
総合特別区域法第22
条の2第11項
道路運送車両法第94
条の5第1項

【政策課題】
○高効率・省資源型コンビナートの
構築
　海外新鋭コンビナートの生産本格
化、内需減少に打ち勝ち、新興国の
成長市場を獲得するため、水島コン
ビナートのインフラを他国コンビナー
トと遜色ない高効率なものに整備す
る競争力強化が必要である。
【解決策】
○ユーティリティ最適化モデル整備
事業
　規制緩和により連携事業を円滑に
実施し、立地企業が高度に連携し
たバーチャル・ワン・カンパニーを実
現することで、他国のコンビナートと
遜色のない高効率・省資源型コンビ
ナートを構築する。

　国内の空港で初の試みとして、益田市にあ
る萩・石見空港の敷地を活用して養蜂に取り
組むミツバチプロジェクト事業が平成28年5月
に始動した。事業主体は第３セクター石見空
港ターミナルビルと全日空グループのANA総
合研究所の共同事業で、他空港との差別化
を図って利用増につなげ、採取した「蜂蜜」を
地域の特産物として瓶詰販売・加工品開発・
販売等を通じて、様々な活用方法を提案して
地域活性化を図ることを目的とした事業であ
る。今回の蜂蜜酒製造事業は空港周辺で採
取した蜂蜜を使用して、地元清酒製造会社と
タイアップして蜂蜜酒（醸造酒）を年間200L製
造し、１瓶250ccの瓶詰めを800本製造・販売
する。将来的には蜂蜜酒の生産量を増やし継
続的に地域の特産物として製造・販売を実施
していきたい。

　国内空港での養蜂事業は初めて
の試みであり、採取され蜂蜜を活用
しての特産物開発・販売を通じての
地域活性化が計画されている。蜂
蜜は畜産物であり加工品としての活
用範囲も多様である。また、蜂蜜酒
は日本では珍しく特産物として将来
性が有る商品と判断している。蜂蜜
酒製造・販売することにより、地域
の農林業の振興及び地域の活性化
に寄与するためには「自然と共生す
る里づくり」の施策として、当初にお
いて地元で生産される蜂蜜を活用し
て蜂蜜酒を醸造し販売できる規制
緩和を通じて、農林水産業の振興を
図り、生産から販売までの6次産業
化を推進することにより、農産業に
おける付加価値の可能性を検証
し、将来に向けて農村定住人口の
拡大・交流促進を推進する。

財務省

指定自治体の回答

【指定自治体の回答における対応欄内容】
　ａ:了解　ｂ：条件付き了解　ｃ：受け入れらない　ｄ：その他

　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　  　　  　　　内閣府整理

　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　  　  　　　【整理フラグ欄内容】
ⅰ：取組を実現するため、法令等の措置を行うことについて国と地方で合意に至ったもの
ⅱ：取組を実現するため、法令等の措置を行うという方向性について合意に至り、一部条件等を
　　詰めるための協議を継続するもの
ⅲ：現行制度においても取組の実現が可能であることについて国と地方で合意に至ったもの
ⅳ：自治体は省庁から提示された見解を受け入れたが、必要が生じた場合に改めて協議を行うもの
ⅴ：一旦協議を終了し、再提案に向けて提案者側で再検討を行うもの
ⅵ：国と地方の間に見解の相違があり、合意に至らなかったもの

国土交通省
自動車局整
備課

担当省庁の見解

【担当省庁の見解における対応欄内容】
　Ａ－１：指定自治体の提案どおり総合特区で実施　Ａ－２：全国展開で実施　Ｂ：条件を提示して実施　Ｃ：代替案の提示

Ｄ：現行法令等で対応可能　Ｅ：対応しない　Ｆ：各省が今後検討　Ｚ：指定自治体が検討政策課題とその解決策

（１）
E

（２）
F

（３）
E

（１）－

（２）
平成29年度中
に結論を得
る。

（３）－

（１）－

（２）
早急に検討を開
始し、平成29年
度中に結論を得
る。

（３）－

ⅳ

（１）
　本特区制度において一定の条件の下認めてい
る自動車検査証の有効期間の伸長については、
その対象となる車両は、車検期間の伸長をしても
問題のないものである、すなわち車両の安全性や
保安基準への適合性が確保されているものであ
る必要がある。この点を車検期間の伸長の対象と
なる指定自家用貨物自動車としての指定の申請
があった際に適切に判断するためには、車検期間
が伸長される時点までに保安基準適合性が著しく
変化しない期間内における当該車両の状態を確
認する必要があることから、当該申請の期間を車
検期間の満了日の１ヶ月前から満了日の間に限っ
ている。
　また、本特区制度において車検期間の伸長とい
う特例措置を受けるためには当該車両が農業経
営改善自家用貨物自動車活用事業の用に供する
ものであることが前提でであるが、それについて
は、当該事業を国際戦略総合特別区域において
定めている認定地方公共団体において確認すべ
きことであるから、指定自家用貨物自動車として
の指定の申請は認定地方公共団体に対して行う
こととしている。

（２）
　御指摘の調査については、農業用の指定自家
用貨物自動車の車検期間の検討を行うにあたっ
て、その検討に資するデータを収集するために
行っているものである。
　なおこの趣旨は、左記事務連絡のほか、北海道
フード・コンプレックス国際戦略総合特区の国際戦
略総合特別区域計画別紙１－１の５③でも述べら
れている。

（３）
　保安基準適合標章が指定自動車整備事業者に
よる点検及び整備に加えて自動車検査員による
保安基準適合性の証明を経て交付されるもので
あるのに対し、点検整備済証は、指定点検整備事
業者による点検及び整備のみを経て交付されるも
のである。
　指定点検整備事業者は、指定自動車整備事業
者における自動車検査員による証明のような専門
的かつ第三者的観点からの審査の仕組みを有し
ておらず、指定点検整備事業者のみでは車両の
安全性や保安基準への適合性を十分に確保する
ことができないため、点検整備済証を交付すること
ができるにとどまり、保安基準適合標章を交付す
ることはできないこととしている。

（１）
　車検期間の伸長の対象となる指定自家用貨物自動車としての指定
の申請期間を車検期間の満了日の１ヶ月前から満了日の間に限って
いるのは、左記のとおり、当該申請に係る車両が車検期間の伸長を
しても問題のないものであるか否かを適切に判断するためである。指
定の申請期間を無制限とすることは、車検期間の満了日までの期間
が長い時点における申請も認めることとなるが、その場合、申請の時
点と指定の効果が生まれる時点（車検期間が伸長される時点すなわ
ち車検期間満了日）との間に期間が空くこととなり、その期間中に車
両がその安全性や保安基準への適合性を失う可能性が高くなるた
め、不適切である。
　なお、指定の要件の一つとして、指定の申請に係る車両の使用方
法が保安基準に適合しなくなるおそれが比較的少ないと見込まれる
ものであることが定められている（総合特別区域法第22条の２第７項
第２号）が、これも上記の考え方に基づくものである。
　指定の申請に係る車両が車検期間の伸長という特例措置の申請を
行うに足るものであるか否かの判断については、当該車両が本特区
の目指す目標の実現に寄与するものであるか否かの判断を踏まえて
行うべきものであるところ、当該判断はまさに認定地方公共団体にお
いてなすべきもの（認定地方公共団体においてこそ適切になされるも
の）であるため、認定地方公共団体による指定自家用貨物自動車の
指定手続及びその前提となる申請手続を廃止することは不適切であ
る。

（２）
　左記のとおり、御指摘の調査は農業用の指定自家用貨物自動車の
車検期間の検討に資するデータの収集のために行っているものであ
り、調査票の事項はいずれも必要なものであると認識している。例え
ば御提案の前回の車検時点検の結果については、現行の車検期間
を通じての車両の不具合状況の推移を把握することが、車両の安全
性や保安基準への適合性の確保を図る観点から、車検期間の検討を
行うにあたって最低限必要であると考えられる以上、収集すべきデー
タである。
　このため、調査票の事項の削減は困難であるが、御提案を踏まえ、
他の方策により指定点検整備事業者の負担軽減を図ることが可能で
ないか、内部で検討する。

（３）
　左記のとおり、指定点検整備事業者により交付される点検整備済証
は、当該車両が保安基準に適合する旨の自動車検査員による証明を
経ていないものであるから、それのみでは車両の安全性や保安基準
への適合性を十分に確保できるものではない。実際本特例制度にお
いても、このことを踏まえ、車検期間伸長の申請の際には点検整備済
証を併せて提出することを求め（総合特別区域法第22条の２第２項）、
提出を受けた国土交通大臣（運輸支局長等）が当該点検整備済証の
内容を確認することとすることによって、車両の安全性や保安基準へ
の適合性の十分な確保を図っている。
　御提案の内容は「指定点検整備事業者による保安基準適合標章の
交付を認めるべき」というものであると解するが、これを認め指定点検
整備事業者による点検及び整備のみで保安基準適合標章が交付さ
れることとなると、当該標章の表示をもって、有効な車検証や検査標
章の表示が無くても運行の用に供することが可能となる（道路運送車
両法第94条の５第11項）ところ、車両の安全性や保安基準への適合
性が十分に確保されないまま運行の用に供されることとなり、不適切
である。従って、御提案の内容には対応できない。

・「指定申請の期限等」及び「適合標章の交付」に係る提案について
は、今後、要望団体等と協議し、対応を検討したい。
・「調査表の簡素化」に係る提案については、今後の検討結果によ
り、要望団体等と協議し、対応を検討したい。

b

「指定申請の期限等」及び「適合標章の交付」に係る提案については、国土交通省から
対応しないとの見解が示され、指定自治体は了解しているため、一旦協議を終了する。
「調査表の簡素化」に係る提案については、国土交通省は提示したとおり平成29年度中
に速やかに検討を行うとともに、指定自治体との間で適宜情報提供を行い、指定自治体
が希望する場合は改めて協議を行うこととする。

１回目

総務省消防庁
危険物保安
室

危険物の規制に関する
規則第３条第１項、第２
項第１号

ハイパー＆グ
リーンイノベー
ション水島コンビ
ナート総合特区

29107 タンク空間容積の緩和

【提案】
①規則第３条第１項「百分の十以下」および
「一メートル未満」を削除する。
②規則第３条第２項第１号、告示第２条の２の
「特定」を削除する。

①②いずれかにより、1,000ｋｌ未満の屋外タン
ク貯蔵所も設備対応等することなく、許可容
量を削減（空間容積を広げる）することができ
るようにしていただきたい。

【安全の担保】
　タンク使用方法を考えると、タンク液面は通
常、空間容積の上限以上（許可容量以下）で
使用しており、「百分の十以下」および「一メー
トル未満」の部分を削除しても、安全上全く問
題ないと考える。
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「国と地方の協議」(平成２９年春)規制の特例措置に関する協議結果 内閣府地方創生推進事務局　　　　

担当省庁 担当課 根拠法令等 対応 実施時期 スケジュール 根拠法令や規制の趣旨
担当省庁の見解

（自治体の提案を実施した場合の社会的弊害、
考え得る代替措置や対応策等を含む）

対応 理由等 内閣府コメント 内閣府整理

回数特区名
整理
番号

提案事項名 提案事項の具体的内容

指定自治体の回答

【指定自治体の回答における対応欄内容】
　ａ:了解　ｂ：条件付き了解　ｃ：受け入れらない　ｄ：その他

　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　  　　  　　　内閣府整理

　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　  　  　　　【整理フラグ欄内容】
ⅰ：取組を実現するため、法令等の措置を行うことについて国と地方で合意に至ったもの
ⅱ：取組を実現するため、法令等の措置を行うという方向性について合意に至り、一部条件等を
　　詰めるための協議を継続するもの
ⅲ：現行制度においても取組の実現が可能であることについて国と地方で合意に至ったもの
ⅳ：自治体は省庁から提示された見解を受け入れたが、必要が生じた場合に改めて協議を行うもの
ⅴ：一旦協議を終了し、再提案に向けて提案者側で再検討を行うもの
ⅵ：国と地方の間に見解の相違があり、合意に至らなかったもの

担当省庁の見解

【担当省庁の見解における対応欄内容】
　Ａ－１：指定自治体の提案どおり総合特区で実施　Ａ－２：全国展開で実施　Ｂ：条件を提示して実施　Ｃ：代替案の提示

Ｄ：現行法令等で対応可能　Ｅ：対応しない　Ｆ：各省が今後検討　Ｚ：指定自治体が検討政策課題とその解決策

１回目 Ｆ 平成30年３月

診療報酬改定に
ついては、
平成29年中、中
央社会保険医療
協議会におい
て、
（～秋頃）：各検
討項目の具体的
な方向性につい
て
（～年末）：改定
の基本方針を踏
まえた対応につ
いて
議論を行い、

平成30年１月か
ら３月にかけて、
厚生労働大臣の
諮問に対する中
央社会保険医療
協議会からの答
申を踏まえ、診療
報酬改定に係る
必要な告示の公
布・通知の発出を
行う予定。

当該項目は、プライマリ機能を担う地域の医療機
関と、地域のかかりつけ医を支援する医療機関と
の機能分化・役割分担を図る観点から、200床未
満の保険医療機関で算定可能としている。

医療資源の少ない地域に配慮した診療報酬上の評価のあり方につい
て、平成30年度診療報酬改定に向けて、中央社会保険医療協議会に
おいて検討を行う。

b
このたびの特区協議を経て、平成30年度診療報酬改定に向けて中央
社会保険医療協議会で検討を行うとの回答であるが、協議会に提案
される具体的な内容を示していただきたい。また、協議会での検討の
状況について、随時、情報提供をお願いしたい。

　厚生労働省から、本件については次期診療報酬改定（平成30年度）に向けて中央社会
保険医療協議会において今後検討を行っていく旨の見解が示されたため、一旦協議を終
了する。
　厚生労働省は、指定自治体の回答を踏まえ、可能な限り情報提供を行うこと。

ⅳ

２回目

１回目 Ｆ 平成30年３月

診療報酬改定に
ついては、
平成29年中、中
央社会保険医療
協議会におい
て、
（～秋頃）：各検
討項目の具体的
な方向性につい
て
（～年末）：改定
の基本方針を踏
まえた対応につ
いて
議論を行い、

平成30年１月か
ら３月にかけて、
厚生労働大臣の
諮問に対する中
央社会保険医療
協議会からの答
申を踏まえ、診療
報酬改定に係る
必要な告示の公
布・通知の発出を
行う予定。

当該項目は、プライマリ機能を担う地域の医療機
関と、地域のかかりつけ医を支援する医療機関と
の機能分化・役割分担を図る観点から、200床未
満の保険医療機関で算定可能としている。

医療資源の少ない地域に配慮した診療報酬上の評価のあり方につい
て、平成30年度診療報酬改定に向けて、中央社会保険医療協議会に
おいて検討を行う。

b
このたびの特区協議を経て、平成30年度診療報酬改定に向けて中央
社会保険医療協議会で検討を行うとの回答であるが、協議会に提案
される具体的な内容を示していただきたい。また、協議会での検討の
状況について、随時、情報提供をお願いしたい。

　厚生労働省から、本件については次期診療報酬改定（平成30年度）に向けて中央社会
保険医療協議会において今後検討を行っていく旨の見解が示されたため、一旦協議を終
了する。
　厚生労働省は、指定自治体の回答を踏まえ、可能な限り情報提供を行うこと。

ⅳ

２回目

１回目 Ｆ 平成30年３月

診療報酬改定に
ついては、
平成29年中、中
央社会保険医療
協議会におい
て、
（～秋頃）：各検
討項目の具体的
な方向性につい
て
（～年末）：改定
の基本方針を踏
まえた対応につ
いて
議論を行い、

平成30年１月か
ら３月にかけて、
厚生労働大臣の
諮問に対する中
央社会保険医療
協議会からの答
申を踏まえ、診療
報酬改定に係る
必要な告示の公
布・通知の発出を
行う予定。

当該項目は、プライマリ機能を担う地域の医療機
関と、地域のかかりつけ医を支援する医療機関と
の機能分化・役割分担を図る観点から、200床未
満の保険医療機関で算定可能としている。

医療資源の少ない地域に配慮した診療報酬上の評価のあり方につい
て、平成30年度診療報酬改定に向けて、中央社会保険医療協議会に
おいて検討を行う。

b
このたびの特区協議を経て、平成30年度診療報酬改定に向けて中央
社会保険医療協議会で検討を行うとの回答であるが、協議会に提案
される具体的な内容を示していただきたい。また、協議会での検討の
状況について、随時、情報提供をお願いしたい。

　厚生労働省から、本件については次期診療報酬改定（平成30年度）に向けて中央社会
保険医療協議会において今後検討を行っていく旨の見解が示されたため、一旦協議を終
了する。
　厚生労働省は、指定自治体の回答を踏まえ、可能な限り情報提供を行うこと。

ⅳ

２回目

かがわ医療福祉
総合特区

29109

離島の病院における
特定疾患療養管理料
の算定について（島
しょ部における地域医
療安定化事業）

【特定疾患療養管理料】
現行の診療報酬の算定方法（平成20年厚生
労働省告示第59号）別表第1/第２章/第１部/
区分Ｂ０００にて、特定疾患療養管理料につい
ては、診療所または許可病床数200床未満に
おいて段階的に算定できるとされているが、離
島の病院に限り、200床以上でも算定できるこ
ととする。

政策課題　：二次医療の地域完結
解決策　　 ：小豆島中央病院におい
て、施設基準等にとらわれない特掲
診療料の算定が可能となることで、
限られた医療資源の中でも患者の
状態にあった最適な医療提供体制
が構築でき、小豆医療圏内の地域
住民に対し、二次医療の地域完結
に加え、持続性のある安定した地域
医療を提供することが可能となる。

厚生労働省
保険局医療
課

健康保険法（大正11年
法律第70号）
診療報酬の算定方法
（平成20年厚生労働省
告示第59号）

厚生労働省
保険局医療
課

健康保険法（大正11年
法律第70号）
診療報酬の算定方法
（平成20年厚生労働省
告示第59号）

かがわ医療福祉
総合特区

29108

離島の病院における
地域包括ケア入院医
療管理料の算定につ
いて（島しょ部における
地域医療安定化事業）

【①地域包括ケア入院医療管理料１】
現行の基本診療料の施設基準等（平成28年３
月４日厚生労働省通知　基本診療料の施設
基準等及びその届出に関する手続きの取扱
いについて（保医発0304第１号）別添４/第12/
１/(14))にて、 「地域包括ケア入院医療管理料
１については、許可病床200床未満の保険医
療機関に限る。」とされているが、離島の病院
に限り、200床以上でも算定できることとする。

【②地域包括ケア入院医療管理料２】
現行の基本診療料の施設基準等（平成28年３
月４日厚生労働省通知　基本診療料の施設
基準等及びその届出に関する手続きの取扱
いについて（保医発0304第１号）別添４/第12/
２)にて、 「地域包括ケア入院医療管理料２に
ついては、許可病床200床未満の保険医療機
関に限る。」とされているが、離島の病院に限
り、200床以上でも算定できることとする。

政策課題　：二次医療の地域完結
解決策　　 ：地域包括ケア病床の設
置については、在宅復帰を前提にし
た最適なリハビリ医療の提供を可能
とすることから、患者の入院長期化
を避け、住民の健康寿命の延伸が
期待できるところ。小豆島中央病院
において、限られた医療資源の中で
も、施設基準等にとらわれない柔軟
な病床運用により、病院経営を圧迫
することなく当該病床を設置すること
ができれば、小豆医療圏内の地域
住民に対し、二次医療の地域完結
に加え、持続性のある安定した地域
医療を提供することが可能となる。

厚生労働省
保険局医療
課

健康保険法（大正11年
法律第70号）
診療報酬の算定方法
（平成20年厚生労働省
告示第59号）

かがわ医療福祉
総合特区

29110

離島の病院における
特定疾患に係る処方
料等の加算について
（島しょ部における地
域医療安定化事業）

【①特定疾患に係る処方料の加算】
現行の診療報酬の算定方法（平成20年厚生
労働省告示第59号）別表第1/第２章/第５部/
区分F100/注５、６にて、特定疾患に係る処方
料の加算については、許可病床数200床未満
において、入院中の患者以外の患者に対して
処方を行った場合に算定できるとされている
が、離島の病院に限り、200床以上でも算定で
きることとする。

【②特定疾患に係る処方せん料の加算】
現行の診療報酬の算定方法（平成20年厚生
労働省告示第59号）別表第1/第２章/第５部/
区分F400/注４、５にて、特定疾患に係る処
方せん料の加算については、許可病床数200
床未満において、入院中の患者以外の患者
に対して処方を行った場合に算定できるとさ
れているが、離島の病院に限り、200床以上で
も算定できることとする。

政策課題　：二次医療の地域完結
解決策　　 ：小豆島中央病院におい
て、施設基準等にとらわれない特掲
診療料の算定が可能となることで、
限られた医療資源の中でも患者の
状態にあった最適な医療提供体制
が構築でき、小豆医療圏内の地域
住民に対し、二次医療の地域完結
に加え、持続性のある安定した地域
医療を提供することが可能となる。
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「国と地方の協議」(平成２９年春)規制の特例措置に関する協議結果 内閣府地方創生推進事務局　　　　

担当省庁 担当課 根拠法令等 対応 実施時期 スケジュール 根拠法令や規制の趣旨
担当省庁の見解

（自治体の提案を実施した場合の社会的弊害、
考え得る代替措置や対応策等を含む）

対応 理由等 内閣府コメント 内閣府整理

回数特区名
整理
番号

提案事項名 提案事項の具体的内容

指定自治体の回答

【指定自治体の回答における対応欄内容】
　ａ:了解　ｂ：条件付き了解　ｃ：受け入れらない　ｄ：その他

　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　  　　  　　　内閣府整理

　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　  　  　　　【整理フラグ欄内容】
ⅰ：取組を実現するため、法令等の措置を行うことについて国と地方で合意に至ったもの
ⅱ：取組を実現するため、法令等の措置を行うという方向性について合意に至り、一部条件等を
　　詰めるための協議を継続するもの
ⅲ：現行制度においても取組の実現が可能であることについて国と地方で合意に至ったもの
ⅳ：自治体は省庁から提示された見解を受け入れたが、必要が生じた場合に改めて協議を行うもの
ⅴ：一旦協議を終了し、再提案に向けて提案者側で再検討を行うもの
ⅵ：国と地方の間に見解の相違があり、合意に至らなかったもの

担当省庁の見解

【担当省庁の見解における対応欄内容】
　Ａ－１：指定自治体の提案どおり総合特区で実施　Ａ－２：全国展開で実施　Ｂ：条件を提示して実施　Ｃ：代替案の提示

Ｄ：現行法令等で対応可能　Ｅ：対応しない　Ｆ：各省が今後検討　Ｚ：指定自治体が検討政策課題とその解決策

１回目 Ｆ 平成30年３月

診療報酬改定に
ついては、
平成29年中、中
央社会保険医療
協議会におい
て、
（～秋頃）：各検
討項目の具体的
な方向性につい
て
（～年末）：改定
の基本方針を踏
まえた対応につ
いて
議論を行い、

平成30年１月か
ら３月にかけて、
厚生労働大臣の
諮問に対する中
央社会保険医療
協議会からの答
申を踏まえ、診療
報酬改定に係る
必要な告示の公
布・通知の発出を
行う予定。

当該項目は、プライマリ機能を担う地域の医療機
関と、地域のかかりつけ医を支援する医療機関と
の機能分化・役割分担を図る観点から、半径４メー
トル以内に診療所が存在する場合には、200床未
満の保険医療機関であることを施設基準としてい
る。

医療資源の少ない地域に配慮した診療報酬上の評価のあり方につい
て、平成30年度診療報酬改定に向けて、中央社会保険医療協議会に
おいて検討を行う。

b
このたびの特区協議を経て、平成30年度診療報酬改定に向けて中央
社会保険医療協議会で検討を行うとの回答であるが、協議会に提案
される具体的な内容を示していただきたい。また、協議会での検討の
状況について、随時、情報提供をお願いしたい。

　厚生労働省から、本件については次期診療報酬改定（平成30年度）に向けて中央社会
保険医療協議会において今後検討を行っていく旨の見解が示されたため、一旦協議を終
了する。
　厚生労働省は、指定自治体の回答を踏まえ、可能な限り情報提供を行うこと。

ⅳ

２回目

１回目 Ｆ 平成30年３月

診療報酬改定に
ついては、
平成29年中、中
央社会保険医療
協議会におい
て、
（～秋頃）：各検
討項目の具体的
な方向性につい
て
（～年末）：改定
の基本方針を踏
まえた対応につ
いて
議論を行い、

平成30年１月か
ら３月にかけて、
厚生労働大臣の
諮問に対する中
央社会保険医療
協議会からの答
申を踏まえ、診療
報酬改定に係る
必要な告示の公
布・通知の発出を
行う予定。

在宅・生活復帰支援機能の質を担保する観点か
ら、専従での配置を求めている。

医療資源の少ない地域に配慮した診療報酬上の評価のあり方につい
て、平成30年度診療報酬改定に向けて、中央社会保険医療協議会に
おいて検討を行う。

b
このたびの特区協議を経て、平成30年度診療報酬改定に向けて中央
社会保険医療協議会で検討を行うとの回答であるが、協議会に提案
される具体的な内容を示していただきたい。また、協議会での検討の
状況について、随時、情報提供をお願いしたい。

　厚生労働省から、本件については次期診療報酬改定（平成30年度）に向けて中央社会
保険医療協議会において今後検討を行っていく旨の見解が示されたため、一旦協議を終
了する。
　厚生労働省は、指定自治体の回答を踏まえ、可能な限り情報提供を行うこと。

ⅳ

２回目

１回目 Ｆ 平成30年３月

診療報酬改定に
ついては、
平成29年中、中
央社会保険医療
協議会におい
て、
（～秋頃）：各検
討項目の具体的
な方向性につい
て
（～年末）：改定
の基本方針を踏
まえた対応につ
いて
議論を行い、

平成30年１月か
ら３月にかけて、
厚生労働大臣の
諮問に対する中
央社会保険医療
協議会からの答
申を踏まえ、診療
報酬改定に係る
必要な告示の公
布・通知の発出を
行う予定。

画像診断報告等の質を確保する観点から、専従で
の配置を求めている。

医療資源の少ない地域に配慮した診療報酬上の評価のあり方につい
て、平成30年度診療報酬改定に向けて、中央社会保険医療協議会に
おいて検討を行う。

b
このたびの特区協議を経て、平成30年度診療報酬改定に向けて中央
社会保険医療協議会で検討を行うとの回答であるが、協議会に提案
される具体的な内容を示していただきたい。また、協議会での検討の
状況について、随時、情報提供をお願いしたい。

　厚生労働省から、本件については次期診療報酬改定（平成30年度）に向けて中央社会
保険医療協議会において今後検討を行っていく旨の見解が示されたため、一旦協議を終
了する。
　厚生労働省は、指定自治体の回答を踏まえ、可能な限り情報提供を行うこと。

ⅳ

２回目

１回目 Ｅ － －

　国際慣習法上，外国人に対して査証を発給する
かどうかは，各国の主権行為であるとされている。
　外務省設置法第４条13号に「査証に関すること」
を外務省の所掌事務と規定している。

　我が国の査証政策は重要な外交政策の一つとして，二国間関係や
国際情勢の変動，感染症対策や国内治安等の状況の変化を踏まえた
機動的かつ弾力的な対応が求められるものである。
　本案のとおり，総合特区制度の枠組みを利用した場合，外交政策の
枠外に新たな査証制度が別途措置されることとなり，外交政策を機動
的・弾力的に実施できない場面が生じかねない。

b
特区制度を利用した場合、外交政策を機動的・弾力的に実施できな
い場面が生じかねないことは理解する。
今後、特区制度での提案は行わないが、地方創生・観光立国実現の
立場から引き続き要望させていただきたい。

外務省の見解について、指定自治体は了解したため、協議を終了する。 ⅳ

２回目

かがわ医療福祉
総合特区

29111

離島の病院における
在宅療養支援病院の
要件緩和について（島
しょ部における地域医
療安定化事業）

【在宅療養支援病院】
現行の特掲診療料の施設基準等（平成28年３
月４日厚生労働省通知　特掲診療料の施設
基準等及びその届出に関する手続きの取扱
いについて（保医発0304第２号）別添１/第14
の２/１/（１）（２）（３）各ア）では、在宅療養支
援病院の施設基準については、「許可病床数
が200床未満の病院であること」とされている
が、離島の病院に限り、「許可病床数が200床
未満の病院であること」の要件は問わないこと
とする。

政策課題　：二次医療の地域完結
解決策　　 ：小豆島中央病院におい
て、施設基準等にとらわれない特掲
診療料の算定が可能となることで、
限られた医療資源の中でも患者の
状態にあった最適な医療提供体制
が構築でき、小豆医療圏内の地域
住民に対し、二次医療の地域完結
に加え、持続性のある安定した地域
医療を提供することが可能となる。

厚生労働省
保険局医療
課

健康保険法（大正11年
法律第70号）
診療報酬の算定方法
（平成20年厚生労働省
告示第59号）

厚生労働省
保険局医療
課

健康保険法（大正11年
法律第70号）
診療報酬の算定方法
（平成20年厚生労働省
告示第59号）

かがわ医療福祉
総合特区

29113

離島の病院における
画像診断担当医師の
常勤要件に関する緩
和について（島しょ部
における地域医療安
定化事業）

【在宅勤務医師を常勤とする取扱い】
現行の特掲診療料の施設基準等（成28年３月
４日厚生労働省通知　特掲診療料の施設基
準等及びその届出に関する手続きの取扱い
について（保医発0304第２号）　別添１/第30/
２/(２)）では、画像診断管理加算にあっては、
画像診断を専ら担当する常勤の医師を１名以
上配置することとされているが、離島における
病院に限り、在宅勤務としている非常勤医師
であっても常勤扱いとする規制の緩和を求め
るものです。

政策課題　：二次医療の地域完結
解決策　　 ：小豆島中央病院におい
て、施設基準等で必要とされている
医療人材数の確保に向けた要件が
緩和されることで、限られた医療資
源の中でも患者の状態にあった最
適な医療提供体制が構築でき、小
豆医療圏内の地域住民に対し、二
次医療の地域完結に加え、持続性
のある安定した地域医療を提供す
ることが可能となる。

厚生労働省
保険局医療
課

健康保険法（大正11年
法律第70号）
診療報酬の算定方法
（平成20年厚生労働省
告示第59号）

かがわ医療福祉
総合特区

29112

離島の病院における
社会福祉士等の専従
要件に関する緩和に
ついて（島しょ部におけ
る地域医療安定化事
業）

【①退院支援加算等に係る社会福祉士等の
要件を専従から専任に緩和】
現行の基本診療料の施設基準等（平成28年３
月４日厚生労働省通知　基本診療料の施設
基準等及びその届出に関する手続きの取扱
いについて（保医発0304第１号）別添３/第26
の５/１/(２) （３））では、入院基本料等加算に
おける退院支援加算にあっては、退院支援及
び地域連携業務に関する十分な知識を有す
る専従の社会福祉士等が1名以上配置されて
いること等が要件とされているが、離島におけ
る病院に限り、専従を専任とする要件の緩和
を求めるもの。

【②地域包括ケア病棟入院料に係る言語聴覚
士等の要件を専従から専任に緩和】
現行の基本診療料の施設基準等（平成28年３
月４日厚生労働省通知　基本診療料の施設
基準等及びその届出に関する手続きの取扱
いについて（保医発0304第１号）別添４/第12/
１/（３））では、地域包括ケア病棟入院料の施
設基準にあっては、「当該病棟又は病室を含
む病棟に、専従の常勤理学療法士、専従の常
勤作業療法士又は専従の言語聴覚士が１名
以上配置されていること」が要件とされている
が、離島における病院に限り、専従を専任と
する要件の緩和を求めるもの。

政策課題　：二次医療の地域完結
解決策　　 ：小豆島中央病院におい
て、施設基準等で必要とされている
医療人材数の確保に向けた要件が
緩和されることで、限られた医療資
源の中でも患者の状態にあった最
適な医療提供体制が構築でき、小
豆医療圏内の地域住民に対し、二
次医療の地域完結に加え、持続性
のある安定した地域医療を提供す
ることが可能となる。

外務省
領事局外国
人課

外務省設置法第４条１
３号

九州アジア観光
アイランド総合特
区

29114

九州を訪問する中国
人観光客の誘客拡大
に向けた観光数次査
証の発給について

　九州は、中国に地理的に近接していること、
九州内の５空港に中国からの航空便は就航し
ていることなど、対中国市場についてポテン
シャルが高いと認識している。
　日本全体の訪日客数目標達成のためには、
九州の中国人観光客数の回復とさらなる増加
が必要であるため、そのためには、現在、沖
縄県と東北３県（岩手県、宮城県、福島県）の
いずれかの県に1泊以上する者に限り発給さ
れている数次ビザを九州７県に宿泊した場合
も適用する。

　中国人観光客に対する観光数次
査証の導入により、訪日旅行がより
身近なものになれば、リピーターと
なった旅行者が東京や大阪などの
次の目的地として九州を訪れる機会
が増え、九州全体の認知度が高ま
るとともに、熊本地震からの復興を
目指すための有効な手段となる。
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「国と地方の協議」(平成２９年春)規制の特例措置に関する協議結果 内閣府地方創生推進事務局　　　　

担当省庁 担当課 根拠法令等 対応 実施時期 スケジュール 根拠法令や規制の趣旨
担当省庁の見解

（自治体の提案を実施した場合の社会的弊害、
考え得る代替措置や対応策等を含む）

対応 理由等 内閣府コメント 内閣府整理

回数特区名
整理
番号

提案事項名 提案事項の具体的内容

指定自治体の回答

【指定自治体の回答における対応欄内容】
　ａ:了解　ｂ：条件付き了解　ｃ：受け入れらない　ｄ：その他

　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　  　　  　　　内閣府整理

　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　  　  　　　【整理フラグ欄内容】
ⅰ：取組を実現するため、法令等の措置を行うことについて国と地方で合意に至ったもの
ⅱ：取組を実現するため、法令等の措置を行うという方向性について合意に至り、一部条件等を
　　詰めるための協議を継続するもの
ⅲ：現行制度においても取組の実現が可能であることについて国と地方で合意に至ったもの
ⅳ：自治体は省庁から提示された見解を受け入れたが、必要が生じた場合に改めて協議を行うもの
ⅴ：一旦協議を終了し、再提案に向けて提案者側で再検討を行うもの
ⅵ：国と地方の間に見解の相違があり、合意に至らなかったもの

担当省庁の見解

【担当省庁の見解における対応欄内容】
　Ａ－１：指定自治体の提案どおり総合特区で実施　Ａ－２：全国展開で実施　Ｂ：条件を提示して実施　Ｃ：代替案の提示

Ｄ：現行法令等で対応可能　Ｅ：対応しない　Ｆ：各省が今後検討　Ｚ：指定自治体が検討政策課題とその解決策

１回目 Ｅ － －

専門的・技術的分野とは評価されない分野の外国
人の受入れについては，ニーズの把握や経済的
効果の検証のほか，日本人の雇用への影響や産
業構造への影響，教育，社会保障等の社会的コス
ト，治安などの幅広い観点から，国民的コンセンサ
スを踏まえつつ，政府全体で検討していく必要が
ある。

宿泊施設における食事の配膳や客室の清掃業務は，「専門的・技術
的分野」に該当する業務とは認められず，現時点で御提案に対応する
ことは困難である。
なお，今後の外国人材受入れの在り方については，「未来投資戦略２
０１７」（平成２９年６月９日閣議決定）において，「必要な事項の調査・
検討を政府横断的に進めていく」とされている。
当省としては，現在当省ＨＰで公表しているガイドライン「ホテル・旅館
等において外国人が就労する場合の在留資格の明確化について」の
改訂等を通じて，宿泊施設において外国人が就労する場合に認めら
れる活動内容の明確化に努めたい。

d

外国人が就労する場合に認められる活動内容の明確化について、特
区としては厳格化を求めるものではない。特区内部で事例を収集し、
検討を重ねていく。
また、宿泊業の就労を幅広く認めることに対して、「未来投資戦略
2017」に掲げる「外国人材受け入れのあり方検討」において、「真に必
要な分野」として宿泊業を取り上げることを要望するとともに、検討の
経過を注視してまいりたい。

所管省庁より対応しないとの見解が示されたことについて、指定自治体は再検討を行う
見解を示していることから、一旦協議を終了する。 ⅳ

２回目

１回目 Ｅ － －

専門的・技術的分野とは評価されない分野の外国
人の受入れについては，ニーズの把握や経済的
効果の検証のほか，日本人の雇用への影響や産
業構造への影響，教育，社会保障等の社会的コス
ト，治安などの幅広い観点から，国民的コンセンサ
スを踏まえつつ，政府全体で検討していく必要が
ある。

宿泊施設における食事の配膳や客室の清掃業務は，「専門的・技術
的分野」に該当する業務とは認められず，御提案に対応することは困
難だと認識している。
なお，今後の外国人材受入れの在り方については，「未来投資戦略２
０１７」（平成２９年６月９日閣議決定）において，「必要な事項の調査・
検討を政府横断的に進めていく」とされている。
当省としては，御提案の内容は出入国管理及び難民認定法上の措置
を求めるものであるため代替案を御提示することは困難である。

d

外国人が就労する場合に認められる活動内容の明確化について、特
区としては厳格化を求めるものではない。特区内部で事例を収集し、
検討を重ねていく。
また、宿泊業の就労を幅広く認めることに対して、「未来投資戦略
2017」に掲げる「外国人材受け入れのあり方検討」において、「真に必
要な分野」として宿泊業を取り上げることを要望するとともに、検討の
経過を注視してまいりたい。

所管省庁より対応しないとの見解が示されたことについて、指定自治体は再検討を行う
見解を示していることから、一旦協議を終了する。 ⅳ

２回目

１回目 Ｅ － － -

今後の外国人材受入れの在り方については、「未来投資戦略２０１７」
（平成２９年６月９日閣議決定）において、「必要な事項の調査・検討を
政府横断的に進めていく」とされている。
宿泊業界においては、人手不足を解消するために外国人材を活用し
たいというニーズが存在していると承知しており、観光庁としては、外
国人材の活用は重要な課題であると考えている。

d

外国人が就労する場合に認められる活動内容の明確化について、特
区としては厳格化を求めるものではない。特区内部で事例を収集し、
検討を重ねていく。
また、宿泊業の就労を幅広く認めることに対して、「未来投資戦略
2017」に掲げる「外国人材受け入れのあり方検討」において、「真に必
要な分野」として宿泊業を取り上げることを要望するとともに、検討の
経過を注視してまいりたい。

所管省庁より対応しないとの見解が示されたことについて、指定自治体は再検討を行う
見解を示していることから、一旦協議を終了する。 ⅳ

２回目

１回目 Ｄ － －

旅行業法においては、旅行業者代理業の登録制
度が設けられており、旅行業者代理業者は営業所
ごとに旅行業務取扱管理者を選任することとされ
ている。

観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の
促進に関する法律においては、観光圏整備実施
計画による滞在促進地区内の宿泊業者が観光圏
内限定旅行業者代理業を営むことができることと
なっており、この場合には、旅行業務取扱管理者
に代えて、一定の研修を修了した者を観光圏内限
定旅行業務取扱管理者として選任することができ
る。

観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する法律
において既に旅行業法の特例措置が設けられており、滞在促進地区
内のホテル･旅館等が、観光圏内における宿泊者の旅行について、旅
行業者代理業を営むことができる（観光圏内限定旅行業者代理業）。

この場合においては、国の定める一定の研修を修了した者を観光圏
内限定旅行業務取扱管理者として選任でき、ホテル・旅館等のフロン
トにおいても、旅行会社が造成した着地型旅行商品の販売や代金の
収受ができるため、当該提案内容は現行制度で実施可能。

a 国土交通省観光庁から現行制度で対応可能であるとの見解が示され、指定自治体は了
解しているため、協議を終了する。 ⅲ

２回目

法務省
入国管理局
総務課企画
室

出入国管理及び難民
認定法別表第１の２

国土交通省
観光庁

観光産業課
出入国管理及び難民
認定法　別表第１の２

九州アジア観光
アイランド総合特

区
29115

　外国人がフロント業務以外の配膳
や客室の清掃などの業務に従事で
きるようになることで、訪日観光客の
受入にあたってネックとなっているコ
ミュニケーションの問題が緩和され、
様々な視点からホテル、旅館のイン
バウンドに対するサービスの向上を
図ることができ、外国人観光客の旅
行の満足度の向上に結びつき、誘
客促進及び観光産業の発展につな
がる。
　また、ホテル、旅館が抱える深刻
な労働力不足の解消にも寄与する
ことができる。

　現在の就労可能な在留資格の要件に「観光
産業に従事」を新設し、観光案内所、ホテルフ
ロント業務だけでなく、宿泊施設等においては
食事の配膳や客室の清掃など複数業務を実
施できるよう要件緩和を提案するものである。

宿泊施設等における
外国人の就労範囲の
拡大

国土交通省
観光庁

観光産業課

旅行業法第３条（登
録）、第11条の２（旅行
業務取扱管理者の選
任）
観光圏の整備による観
光旅客の来訪及び滞
在の促進に関する法律
第12条（旅行業法の特
例）

厚生労働省

職業安定局
外国人雇用
対策課
医薬・生活衛
生局生活衛
生課

出入国管理及び難民
認定法別表第１の２

九州アジア観光
アイランド総合特
区

29116

宿泊施設における着
地型旅行商品の販売
による外国人観光客
等の誘客促進

　着地型旅行商品を安定的に販売するため、
奄美群島振興開発特別措置法に規定されて
いる旅行業の特例措置と同様に、九州管内の
宿泊業者（ホテル，旅館等）が国の定める旅
行業務取り扱いに係る一定の研修を終了した
者を配置することにより、ホテル・旅館のフロ
ントで旅行会社が造成した着地型旅行商品の
販売や代金の収受ができるようにすることを
提案するものである。

　旅行者が、宿泊施設において、宿
泊と旅行サービスをワンストップで
受けることができるようになり、観光
客の利便性や満足度が向上するこ
とで、観光客の増加が期待できる。
　また、各地域の魅力的な着地型旅
行商品により、滞在期間の延長や、
リピーターの増加などの効果も併せ
て期待できる。
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